
 

我が国製造業のグローバル生産体制の見直し及び国内立地環境の課題等に関するアンケート

　平素より、産業政策へのご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。このたび、日本の製造業企業様向けに標記アンケー
ト調査を実施したく、ご回答のご協力をお願い申し上げます。

　近年、各国市場や生産コストの変化に加え、地政学的リスクの高まりや関税措置等を背景に、企業のグローバルサプライチェ
ーンの見直しが加速しています。海外に製造拠点を有する日本企業においても、一部において、国内拠点への移転や投資強化の
動きが見られる一方、コスト、人材確保、用地制約等、国内立地に関する課題が指摘されています。

　こうした課題を緩和し、必要な生産拠点を国内に確保することは、産業基盤の維持や安定供給の確保に資するものであり、日
本経済にとって極めて重要です。

　このため、経済産業省では、本調査を通じて、海外拠点を持つ日本企業の国内移転を含めたサプライチェーン見直しの実態や
検討状況を整理するとともに、国内立地における課題を把握し、今後の政策検討に活用することを予定しております。

　ご多忙のところ誠に恐縮ではございますが、趣旨をご理解いただき、ご協力賜りますようお願い申し上げます。

　なお、ご回答内容に基づき、一部企業様には後日、個別ヒアリングをお願いする場合がございますので、あらかじめご了承く
ださい。

【回答期限】

令和８年１月３０日（金）

【回答に関するご留意事項】

　一定時間操作がない場合、入力内容は保持されず、再入力が必要となる場合があります。

　また、本アンケートフォームには回答の一時保存機能がございません。

　お手数をおかけいたしますが、回答準備の参考として、以下ウェブページに調査項目一覧を掲載しておりますので、

　ぜひ併せてご活用ください。

https://www.meti.go.jp/policy/investment/index.html

　 ご回答中にブラウザの戻るボタンは使用しないでください。

    

【調査結果の公表等】

　経済産業省は、本アンケート調査で取得した個人情報について、

　個人情報の保護に関する法律やその他適用される法令・規則に従い、適切に取り扱います。

　また、ご回答内容を本調査以外の目的で使用すること及び個社名が判別できる形で公表することはありません。

【ご回答に関するお問い合わせ】

　株式会社フューチャー・コミュニケーションズ（担当：松本）

　東京都中央区日本橋箱崎町２５番７号 ヤマキビル５Ｆ
　ＴＥＬ：０３－６８９７－８３０３

　 ＷＥＢ：https://future-coms.co.jp/

【本調査実施元】

　経済産業省　経済産業政策局　投資促進課

　ＴＥＬ：０３－３５０１－１５１１（内線：３１８１）（担当：伊藤 、下山田）
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０　回答者情報

貴社名 [必須]

(株)などの省略表記は使用せず、登記上の正式名称を入力してください。

ID [必須]

案内状の「２．入力内容」に記載のあるIDを入力してください。

本社所在地（郵便番号） - 住所検索

本社所在地（都道府県）

本社所在地（市区町村）

本社所在地（町名番地）

本社所在地（ビル建物名）

法人番号 [必須]

国税庁法人番号公表サイト（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）
 

回答者氏名 [必須]

所属部署

役職

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/


回答者メールアドレス [必須]
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A　基本情報

A－１

貴社の資本金に該当する項目を選択してください。 [必須]

1千万円未満 1千万円以上～5千万円未満 5千万円以上～1億円未満
1億円以上～3億円未満 3億円以上～10億円未満 10億円以上

A－２

貴社の常時雇用従業員数に該当する項目を選択してください。 [必須]

1～50人 51～100人 101～300人
301～1000人 1,001～2,000人 2,001人以上

A－３

貴社の業種に該当する項目を選択してください。

※複数の業種にまたがる方は、売上高のなかで最も大きな割合を占める業種を選択してください。 [必須]

A－４

上記で「その他」を選択した場合、業種を記載してください。【自由記載】

A－５

売上高（前決算期） [必須]

　　百万円

A－６

海外売上比率：（海外売上高）/ （国内売上高＋海外売上高） [必須]

0％以上～10％未満 10％以上～20％未満 20％以上～30％未満 30％以上～40％未満



40％以上～50％未満 50％以上～60％未満 60％以上～70％未満 70％以上～80％未満
80％以上～90％未満 90％以上～100％

A－７

海外生産比率：（海外生産高）/ （国内生産高＋海外生産高） [必須]

0％以上～10％未満 10％以上～20％未満 20％以上～30％未満
30％以上～40％未満 40％以上～50％未満 50％以上～60％未満
60％以上～70％未満 70％以上～80％未満 80％以上～90％未満
90％以上～100％

A－８

国内生産拠点数

  [必須]

　拠点

A－９

海外生産拠点数

  [必須]

　拠点

A－１０

海外生産拠点を有する国・地域を全て選択してください。

アメリカ アラブ首長国連邦 イギリス インド
インドネシア オーストラリア オランダ カナダ
韓国 カンボジア シンガポール スリランカ
タイ 台湾 中国（香港、台湾を除く） ドイツ
バングラデシュ フィリピン ブラジル フランス
ベトナム 香港 マレーシア 南アフリカ
メキシコ その他

A－１１

上記で「その他」を選択した場合、国・地域名を記載してください。【自由記載】
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B 　グローバルサプライチェーンの見直しについて

Ｂー１

貴社のグローバルサプライチェーン（国内外に存在する生産拠点、材料・部品の調達先等）について、移転、集約化、多元化等

の見直しを行う予定はありますか。 [必須]

見直しを行う予定である。
見直しを行う予定はない。
見直しを行うか検討中である。

戻る  次へ
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C　国外生産拠点の見直しについて
貴社の国外生産拠点についてお伺いします。

Ｃ－１

貴社の保有されている国外生産拠点の全部または一部について、今後、移転を行う予定はありますか。

※①、②の両方に該当する場合は、両方を選択してください。

[必須]

①移転を決定した生産拠点がある。
②決定には至っていないが移転を検討している生産拠点がある。
③移転について決定や検討をしている拠点はない。
④国外に生産拠点はない。

Ｃー１で①②を選択した方　→　移転を決定または検討中の国外生産拠点についてＣー２よりご回答ください。
　　　　　　　　　　　　　　     決定または検討中の拠点が複数ある場合には、
　　　　　　　　　　　　　　     現在生産額が大きい上位２拠点についてそれぞれ回答ください。

Ｃー１で③を選択した方　→　Ｃー３２にお進みください。

Ｃー１で④を選択した方　→　「次へ」をクリックし、Ｄにお進みください。

 

移転を決定または検討中の国外生産拠点の１拠点目についてご回答ください。

Ｃ－２

当該拠点の移転予定について選択してください。（１拠点目）

移転を決定済みである。
決定には至っていないが移転を検討している。

Ｃ－３

当該拠点で生産している製品の産業分類について最も近いものを選択してください。（１拠点目）



Ｃー４

上記製品の内容について具体的に記載してください。【自由記述】（１拠点目）

Ｃ－５

当該海外生産拠点の所在国・地域を選択してください。（１拠点目）

アメリカ アラブ首長国連邦 イギリス インド
インドネシア オーストラリア オランダ カナダ
韓国 カンボジア シンガポール スリランカ
タイ 台湾 中国（香港、台湾を除く） ドイツ
バングラデシュ フィリピン ブラジル フランス
ベトナム 香港 マレーシア 南アフリカ
メキシコ その他

Ｃ－７

当該海外生産拠点の移転先国・地域を選択してください。（１拠点目）

日本 アメリカ アラブ首長国連邦 イギリス
インド インドネシア オーストラリア オランダ
カナダ 韓国 カンボジア シンガポール
スリランカ タイ 台湾 中国（香港、台湾を除く）
ドイツ バングラデシュ フィリピン ブラジル
フランス ベトナム 香港 マレーシア
南アフリカ メキシコ その他 未定

Ｃ－８

上記で「その他」を選択した場合、国・地域名を記載してください。【自由記載】（１拠点目）

Ｃ－９

移転に伴い移転先で行う投資の見込み額を選択してください。（１拠点目）

5億円未満 5億円以上～20億円未満 20億円以上～100億円未満
100億円以上～500億円未満 500億円以上～1000億円未満 1000億円以上
未定・不明

Ｃ－１０

移転に伴い移転先で行う追加雇用の見込み人数を選択してください。（１拠点目）

1～20人 21～50人 51～100人
101～200人 201人以上 未定・不明



Ｃ－１１

当該移転を決定または検討をする主な理由として該当するものを全て選択してください。【複数選択可】（１拠点目）

現地生産コスト（人件費、材料費等）の増加
円安の継続
地政学リスクの低減
サプライチェーンの効率化
その他

Ｃ－１２　
上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】（1拠点目）

Ｃ－１３　
今後何年以内に移転の完了を予定していますか。（１拠点目）

1年未満 1年以上～2年未満 2年以上～3年未満
3年以上 未定

Ｃ－１４　（Ｃ－７で移転先として日本以外を選択した場合にご回答ください）
移転先として日本を選択しなかった理由は何ですか。【複数回答可】（１拠点目）

移転先と比べ日本での生産コストが高い。
日本と製品の需要国・地域が離れている。
日本国内での人材確保が難しい。
日本国内での用地の確保が難しい。
日本国内での建設期間が長い（建設事業者の確保が難しい）。
日本国内に十分なサプライヤーが存在しない。
移転先国・地域の方が政府支援等が手厚い。
その他

Ｃ－１５

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】（１拠点目）

移転を決定または検討中の国外生産拠点の２拠点目についてご回答ください。

移転予定の海外生産拠点が１つの場合はＣー ３２にお進みください。

Ｃ－１６

当該拠点の移転予定について選択してください。（２拠点目）

移転を決定済みである。
決定には至っていないが移転を検討している。



Ｃ－１７

当該拠点で生産している製品の産業分類について最も近いものを選択してください。（２拠点目）

Ｃー１８

上記製品の内容について具体的に記載してください。【自由記述】（２拠点目）

Ｃ－１９

当該海外生産拠点の所在国・地域を選択してください。（２拠点目）

アメリカ アラブ首長国連邦 イギリス インド
インドネシア オーストラリア オランダ カナダ
韓国 カンボジア シンガポール スリランカ
タイ 台湾 中国（香港、台湾を除く） ドイツ
バングラデシュ フィリピン ブラジル フランス
ベトナム 香港 マレーシア 南アフリカ
メキシコ その他

Ｃ－２０

上記で「その他」を選択した場合、国・地域名を記載してください。【自由記載】（２拠点目）

Ｃ－２１

当該拠点の移転先国・地域を選択してください。（２拠点目）

日本 アメリカ アラブ首長国連邦 イギリス
インド インドネシア オーストラリア オランダ
カナダ 韓国 カンボジア シンガポール
スリランカ タイ 台湾 中国（香港、台湾を除く）
ドイツ バングラデシュ フィリピン ブラジル
フランス ベトナム 香港 マレーシア
南アフリカ メキシコ その他 未定

Ｃ－２２

上記で「その他」を選択した場合、国・地域名を記載してください。【自由記載】（２拠点目）

Ｃ－２３

移転に伴い移転先で行う投資の見込み額を選択してください。（２拠点目）

5億円未満 5億円以上～20億円未満 20億円以上～100億円未満
100億円以上～500億円未満 500億円以上～1000億円未満 1000億円以上



未定・不明

Ｃ－２４

移転に伴い移転先で行う追加雇用の見込み人数を選択してください。（２拠点目）

1～20人 21～50人 51～100人
101～200人 201人以上 未定・不明

Ｃ－２５　
当該移転を決定または検討をする主な理由として該当するものを全て選択してください。【複数選択可】（２拠点目）

現地生産コスト（人件費、材料費等）の増加
円安の継続
地政学リスクの低減
サプライチェーンの効率化
その他

Ｃ－２６

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】（2拠点目）

Ｃ－２７

今後何年以内に移転の完了を予定していますか。（２拠点目）

1年未満 1年以上～2年未満 2年以上～3年未満
3年以上 未定

Ｃ－２８　（Ｃ－２１で移転先として日本以外を選択した場合にご回答ください）
移転先として日本を選択しなかった理由は何ですか。【複数回答可】（２拠点目）

移転先と比べ日本での生産コストが高い。
日本と製品の需要国・地域が離れている。
日本国内での人材確保が難しい。
日本国内での用地の確保が難しい。
日本国内での建設期間が長い（建設事業者の確保が難しい）。
日本国内に十分なサプライヤーが存在しない。
移転先国・地域の方が政府支援等が手厚い。
その他

Ｃ－２９

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】（２拠点目）

Ｃ－３０　（Ｃ－１で②を選択した場合にご回答ください）
移転が検討段階にとどまる理由は何ですか。【複数選択可】 [必須]



移転に関する初期費用の大きさ
移転先国・地域の選定の難しさ
移転元国・地域との関係
その他

Ｃ－３１

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｃ－３２

国外生産拠点を移転または縮小する際に直面する現地での課題は何ですか。【複数選択可】

現地従業員の雇用整理や労使対応
現地政府・自治体との関係
不動産・施設等の処分
現地社会からの反発
撤退に伴う費用の確保
その他

Ｃ－３３

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】
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D 　日本国内での生産能力増強について
貴社の国内生産拠点についてお伺いします。

D－１　
日本国内で生産施設の新増設を行う予定がありますか。 [必須]

①予定がある。  ②予定はない。

D－２　（D－１で「①予定がある。」を選択した場合にご回答ください）

新増設する施設で生産する製品の分類について最も近いものを選択してください。新増設する施設が複数ある場合はもっとも投

資額が大きい施設で生産する製品について選択してください。

D－3　上記製品の内容について具体的に記載してください。【自由記述】
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E 　国内の製造立地環境について
貴社から見た、日本国内の製造立地環境についてお伺いします。

Ｅ－１

貴社製品について、海外での生産コストと日本での生産コストについてどう考えますか。【複数選択可】

[必須]

①以前は国外拠点で生産した方が安かったが、現在は日本で生産した方が安くなる製品がある。
②以前は国外拠点で生産した方が安かったが、現在は日本で生産しても生産コストにほぼ差がない製品がある。
③以前と変わらず、国外拠点で生産した方が安い製品しかない。
④以前から国外拠点で生産した方が高かったが、現在は国外拠点での生産コストが一層高くなっている製品がある。
⑤その他

Ｅ－２

上記で「⑤その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－３　（Ｅー１で①、②、④を回答した場合にご回答ください）
特にコストの変動が大きかった項目は何ですか。【複数回答可】

人件費 電気代 ガス代 水道代 賃料
物流費 建設コスト 部素材の調達コスト その他

Ｅ－４

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－５　
日本国内での生産能力の増強をはかる際、専門技能を持った高度人材の確保はどの程度課題となりますか。 [必須]

生産能力の増強を断念せざるを得ないほどの課題である。



生産能力の増強を延期・縮小せざるを得ないほどの課題である。
課題ではあるが増強を断念、延期等するほどの課題ではない。
課題とはならない。
その他

Ｅ－６

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－７

国内での人材確保が難しい高度人材の職種を教えてください。【自由記載】 [必須]

Ｅ－８　
日本国内での生産能力の増強をはかる際、非熟練労働者の確保はどの程度課題となりますか。 [必須]

生産能力の増強を断念せざるを得ないほどの課題である。
生産能力の増強を延期・縮小せざるを得ないほどの課題である。
課題ではあるが増強を断念、延期等するほどの課題ではない。
課題とはならない。
その他

Ｅ－９

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－１０

生産拠点における自動化・省人化設備の導入は人材確保の困難さに対する有効な対策となり得ますか。

[必須]

①対策になり得る。
②対策になり得ない。
③分からない。

Ｅ－１１　（Ｅ－１０で②、③を選択した場合にご回答ください）　
自動化・省人化設備の導入が有効な対策にならない、または対策になるか分からない理由は何ですか。

自動化・省人化設備の初期投資費用が大きく、資金確保が困難である。
自動化・省人化設備の初期投資費用が大きく、資金は確保できても、投資回収の見通しが立たない。
生産する製品の特性上、自動化・省人化設備の導入が困難である。
自動化・省人化設備の導入についてノウハウがない。
その他



Ｅ－１２

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－１３

日本国内での生産能力の増強をはかる際、用地の確保はどの程度課題となりますか。 [必須]

生産能力の増強を断念せざるを得ないほどの課題である。
生産能力の増強を延期・縮小せざるを得ないほどの課題である。
課題ではあるが増強を断念、延期等するほどの課題ではない。
課題とはならない。
その他

Ｅ－１４

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－１５

日本国内での生産能力の増強をはかる際、インフラ（電力、水等）はどの程度課題となりますか。 [必須]

①生産能力の増強を断念せざるを得ないほどの課題である。
②生産能力の増強を延期・縮小せざるを得ないほどの課題である。
③課題ではあるが増強を断念、延期等するほどの課題ではない。
④課題とはならない。
⑤その他

Ｅ－１６

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－１７　（Ｅ－１５で①～③を選択した場合にご回答ください）　
どのような事業においてどのようなインフラの確保が課題となるか具体的に記載してください。【自由記載】

Ｅ－１８

日本国内での生産能力の増強をはかる際、建設費用の高騰はどの程度課題となりますか。 [必須]

生産能力の増強を断念せざるを得ないほどの課題である。
生産能力の増強を延期・縮小せざるを得ないほどの課題である。
課題ではあるが増強を断念、延期等するほどの課題ではない。



課題とはならない。
その他

Ｅ－１９

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－２０

日本国内での生産能力の増強をはかる際、建設期間の長期化はどの程度課題となりますか。 [必須]

生産能力の増強を断念せざるを得ないほどの課題である。
生産能力の増強を延期・縮小せざるを得ないほどの課題である。
課題ではあるが増強を断念、延期等するほどの課題ではない。
課題とはならない。
その他

Ｅ－２１

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－２２

日本国内での生産能力の増強をはかる際、国内でのサプライヤーの不足はどの程度課題となりますか。 [必須]

生産能力の増強を断念せざるを得ないほどの課題である。
生産能力の増強を延期・縮小せざるを得ないほどの課題である。
課題ではあるが増強を断念、延期等するほどの課題ではない。
課題とはならない。
その他

Ｅ－２３

上記で「その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

Ｅ－２４

日本国内での生産能力の増強をはかる際、生産コスト、人材確保、用地確保、インフラ確保、建設費用・期間、サプライヤー集

積以外で課題となるものがあればご回答ください。【自由記載】



Ｅ－２５

日本国内での生産能力の増強を進める上で、国内立地環境における課題を緩和する政策的支援として、期待する内容をお選びく

ださい。【複数選択可】 [必須]

①設備投資や施設整備への補助金
②固定資産税等の優遇措置
③産業団地等の整備・拡充の加速
④電力、水等のインフラ確保支援
⑤人材確保に向けた支援
⑥建設供給力の拡大
⑦規制・許認可手続きの迅速化
⑧その他

Ｅ－２６

上記で「⑦規制・許認可手続きの迅速化」を選択した場合、具体的に念頭におく規制等がございましたら、記載してください。

【自由記載】

Ｅ－２７

上記で「⑧その他」を選択した場合、具体的な内容を記載してください。【自由記載】

戻る  回答を確認する



 

 

我が国製造業のグローバル生産体制の見直し及び国内立地環境の課題等に関するアンケート

 

ご回答ありがとうございました。
回答の内容について、修正・問い合わせ等ございましたら、以下「ご回答に関するお問い合わせ」までご連絡ください。

【ご回答に関するお問い合わせ】
　株式会社フューチャー・コミュニケーションズ（担当：松本）
　東京都中央区日本橋箱崎町２５番７号 ヤマキビル５Ｆ
　ＴＥＬ：０３－６８９７－８３０３
　 ＷＥＢ：https://future-coms.co.jp/

【本調査実施元】
　経済産業省　経済産業政策局　投資促進課
　ＴＥＬ：０３－３５０１－１５１１（内線：３１８１）（担当：伊藤 、下山田）

https://future-coms.co.jp/
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